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ともあれ､ 2011年９月に10日間にわたり､ 上記の二つの大学のほか上海交通大学､ 四川
大学の計四つの大学で､ 日本の土地収用手続きについて､ と題する講演をするため､ 北京､
成都､ 上海を旅した｡ そこで､ 通訳を介して､ あるいは日本留学経験のある何人かの先生
方から農村の土地収用問題の深刻さを聞くことができた｡




そこで､ わずかな期間で､ 狭い範囲であるが見聞した中国の収用問題を踏まえ､ ｢日本






市民社会を完成させた際に､ 真っ先に打ち立てた法規範は､ 権利能力の平等､ 個人の財産
権の不可侵､ とりわけ個人の土地所有権の絶対性と契約の自由を公認することであった｡


















日本は､ 明治初期には､ フランス方式の強制売買方式を導入したが､ 明治22年､ 同33年
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 . 土地所有権と土地収用
に､ ドイツ法の構成を継受し､ 旧土地収用法を制定した｡ ただ､ 旧土地収用法に対しては､
日本の憲法学､ 行政法学の創始者の一人で天皇機関説で有名な美濃部達吉博士により ｢官
権的傾向｣ という手厳しい批判がなされていた｡
戦後､ 日本国憲法が制定され､ 私有財産の保障がうたわれ､ 同時に ｢正当な補償と引き
替えに私有財産を公共の用に供することができる (29条３項)｣ という原則を打ち建てた






そして憲法で言う ｢正当補償｣ については､ 最高裁判所は収用に伴って生ずる損失に対
して､ 収用の前後で財産に過不足がない程度に補償することであると判決している (1973
(昭48) 年10月18日最高裁判決参照)｡






(物権法47条､ 64条) ので､ 都市の場合､ 私人や私企業が家屋等を建てて土地を使う際に
は､ 一般の市､ 県級人民政府から国有地の使用権を有償で設定 (出譲) してもらうことに
なる｡ 使用期間は居住用地は70年､ 工業用地は50年､ 教育・科学・文化・衛生・体育用地
は50年､ 商業・観光・娯楽用地は40年､ 綜合又はその他用地は50年とされている (都市国
有土地使用権出譲及び転譲暫定施行条例 (1990年｡ 以下 ｢暫定条例｣ という) 12条)｡ 有
償での使用権設定は､ 協議､ 入札､ 競売の方式がある (暫定条例13条)｡ 農村の場合は､
集団所有地に住宅のための土地使用権が無償で設定されている (物権法152条)｡
国有地における有償の土地使用権は譲渡 (転譲) が認められ､ 買い主の取得する使用権

































下 ｢家屋収用補償条例｣ と略す｡)｣ を公布して制度化した｡
(2)農村の土地の所有と利用
農村の土地は集団所有である (土地管理法８条) が､ かつて所有主体は人民公社であっ
たが解体されたので､ 現在は集団経済組織としての村民小組や村民委員会が所有主体の中
心となっているようである｡ 日本法でいえば集落単位での農民集団の所有に近いと言って
良いのだろうか｡ もちろん､ 上で述べたが､ 個人の住居は私有が認められている (物権法
64条)｡ そして､ 農民集団の所有である農村の土地の使用権は､ 土地請負に伴う農地使用






ところで､ 中国は､ 社会主義市場経済制度を導入して以来､ 私企業の経済活動を自由化


















進出しようとしても､ 農地の所有権の移転は禁止され (憲法10条)､ 土地使用権も耕作の




させ､ 国有地とし､ 企業に有償使用権を設定することになる｡ 土地収用制度は農地を国有
地に転化し､ 企業が有償使用権を取得できる唯一の手段ということになる｡ その結果､ 残
念ながら企業の土地開発事業は公共性があるか否かという判断が行政の権限ということに
なると､ 汚職の温床となりかねないという危惧を抱かざるを得ない｡






者が取得することは強く規制されている (農地法３条)｡ 農地の所有権移転は､ 中国に劣
らず厳しい制限がかかっている (農業振興地域の整備に関する法律15条15参照)｡
日本では､ 過去には成田空港建設反対とか､ 原発建設反対といった個々の施設建設の公
共性を問うという反対運動があった｡ ただ､ ２・３の例外を除くと､ そのほとんどが事業
の公共性に疑念をもった地元住民に､ 外部から政治的信念で賛同した人々が参加して燃え





話は変わるが､ 上で述べたように､ 中国では､ 農地を含む全ての土地の所有権は譲渡が
禁止されている (憲法10条)｡ 国有地の有償土地使用権は譲渡 (転譲) が認められている
(暫定条例19条) が､ 農地に対する土地使用権は請負経営権の譲渡に伴う移転以外に譲渡













以上をまとめると､ 国家所有の都市の土地について､ 上記の憲法及び土地管理法 (1988
年第一次改正) は､ 土地使用権という土地を利用する権利を法定し､ 家屋の私有を明文で
認めたが､ 収用については明確に規定していなかった｡ ただ､ 現実には収用は行われてい
たようである｡ そこで､ 1995年制定の ｢都市不動産管理法｣ は､ 土地使用権について補償
付きの回収制度を規定したが､ 補償額の算定基準については黙したままであった｡
現行土地管理法 (1998年第二次改正) は､ 国有土地使用権の回収には ｢適当な補償｣ を
与えなければならない (同法58条２項) と規定したが､ ｢適当な｣ という中身は明らかに
されていなかった｡
2004年には憲法が改正され､ ｢補償して収用｣ の原則が規定された (13条２項)｡ その後､
激論の末､ 2007年に制定された物権法において､ ｢家屋､ その他の不動産を収用する場合
には､ 法に基づき､ 立ち退き補償を与えなければならず､ 被収用者の合法的な権益を擁護
しなければならない｡｣ と規定したが､ 詳細は未定であった｡
そして､ 2011年１月に国務院が公布した ｢家屋収用補償条例｣ は､ 収用対象家屋の所有
権者に公平な補償を行わなければならないとする公平補償の原則をうたう (条例２条) と
ともに､ ｢家屋が収用された場合､ 国有土地使用権も同時に回収される｣ と規定した (条






ついては沈黙していたし､ 土地管理法においても制定当初 (1986年) は､ 集団所有の農村
の土地を補償して収用できるとする基本原則を定めただけであった｡ 1998年の第２次改正
















先に述べたように､ 以前は､ 中国では都市の土地を公共の用に供するために､ 既存の土
地使用権を期間満了前に回収する際には､ 土地使用者に土地を使用した実際の年限及び土
地開発の実情に基づき､ 相応する補償を与えることができると規定されていた (暫定条例
42条) が､ この相応の補償という曖昧さが多くの問題を生み出し､ 都市でも社会的混乱を
招いていたようである｡ それに対処するための1998年の土地管理法においては､ ｢国有土
地使用権を回収する場合､ 土地使用権者に対しては､ 適当な補償を与えなければならない












そして､ 家屋を収用するに当たっては､ まず､ 収用対象家屋の所有権者に公平な補償を
行わなければならないとする公平補償の原則 (家屋収用補償条例２条)､ 並びに収用と補
償は民主的な意思決定､ 正当な手続き､ 及び結果の公開の原則 (同条例３条) を遵守する
ことを規定している｡
一般の市､ 県級人民政府はその行政区域内の家屋収用と補償作業に責任をもち (家屋収
用補償条例４条１項)､ 実際の実施作業は､ 当該市､ 県級人民政府が確定した家屋収用部
門が行うこと (同条例４条２項) を原則としている｡ そして､ 上級人民政府は下級人民政
府の家屋収用と補償作業に対する監督を強化すること (家屋収用補償条例６条１項) を規
定し､ ｢市､ 県級人民政府及び家屋収用部門の職員が､ 家屋収用と補償作業中に本条例規






する｡ 犯罪を構成した場合､ 法により刑事責任を追及する (同条例30条)｡｣ と規定してい
る｡ 頻発する収用問題に対する国務院の厳しい姿勢が伺われる｡
また､ これまでは､ 収用権を発動できる事業については､ どのような事業がそれに当た
るのか､ 法文の上では明確ではなく､ 国務院や省､ 自治区､ 直轄市人民政府が申請に基づ
いて許可するか否かで､ そのプロジェクトの用地が収用に値するか否かが決まる仕組みで
あった (土地管理法44条参照)｡ このやり方は､ 時々の行政需要､ 行政政策､ 政治判断に
大きく依りかかることになっており､ 収用が社会問題､ 政治問題化する傾向を強める原因
の一つになっていたといえよう｡












家屋の収用が必要な場合､ 次のような ｢公共利益の需要｣ がある状況では､ 市､ 県級人








なお､ 第１号に ｢国防の需要｣ を規定しているが､ 日本法の場合､ 戦前の旧法では､ 収
用適格事業の第一に掲記されており､ ｢国防その他兵事に要する土地 (明22年法)｣ 又は
｢国防その他軍事に関する事業 (明33年法)｣ とあった｡ 戦後では､ 日本国憲法が戦争放棄
を謳った手前､ 現行収用法にはこのような規定はない｡ 例外は､ 自衛隊の防衛出動時にお
ける物資の収用 (自衛隊法103条) と､ 展開予定地内の土地の使用 (自衛隊法103条の２)
と､ 土地使用特措法で駐留米軍基地の土地使用の場合が国防に係わる収用といえる｡
２)収用及び補償の決定手続き
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家屋収用補償条例は､ 家屋の収用手続きを進めるには､ 民主的な意思決定､ 正当な手続
き､ 結果の公開の原則 (３条) の三原則を定めている｡ そして､ 収用手続きの実施責任者
は一般の市､ 県級人民政府 (４条１項) とし､ 実施作業者はその人民政府が確定する家屋
収用部門 (４条２項) としている｡ 日本法に例えるなら一般の市､ 県級人民政府は事業認
定庁 (国土交通大臣又は知事) と裁決庁 (収用委員会) を兼ねたもので､ 家屋収用部門は
起業者に当たると言えようか｡ そして､ 一般の市､ 県級人民政府は家屋収用部門が作成し














家屋収用補償条例は､ 損失補償の原則を ｢公平な補償｣ を行うことと規定している (条
例２条)｡ 日本法は ｢正当な補償｣ を原則にしている (憲法29条３項) が､ 最高裁判所は
土地収用における正当な補償とは､ 収用の前後で被収用者の財産に増減がないこと､ すな
わち完全な補償のことを言うとしている (最判1973(昭48).10.18)｡ 家屋収用補償条例の
｢公平な補償｣ の具体像が､ ｢正当な補償｣ あるいは ｢完全な補償｣ とどのような点で相違
があるのか､ ないのか､ 比較検討してみる価値はありそうだ｡
ところで､ 日本の土地の補償の場合､ 不動産鑑定士の鑑定評価を参考に収用委員会が決
定するが､ 鑑定士が評価の際に従う不動産鑑定評価基準は､ 国土交通省が作成する｡ 中国
法の場合､ 家屋収用補償条例によれば､ 補償すべき収用対象家屋価値については､ 資格を
有する不動産価格評価機関が､ 国務院住宅都市農村建設主管部門が制定する家屋収用評価
弁法に基づいて評価の上確定するとされている (条例19条１項)｡ ここまでは行政機関の





知らない｡ どちらが､ 民主的な意思決定等の三原則に忠実であるか､ いうまでもないと言っ
てよいようだ｡
さて､ 家屋収用補償条例には､ 一般の市､ 県級人民政府が家屋収用で対象者に行う補償
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日本法では､ 土地収用が原則なので､ 家屋に関しては移転に要する費用が補償 (収用法
77条) される｡ それに加えて移転に伴う通損､ すなわち移転雑費補償､ 仮住居補償及び営
業補償といった補償 (収用法88条) が考えられている｡ 家屋についての移転補償は､ 現在
価値の家屋と同程度の家屋の再築費用が金銭で補償される｡ ただ､ 例外的に家屋の収用が
行われる (住宅地区改良法11条参照) 場合には､ 移転補償ではなく､ 家屋の現在価値が補
償されることになるが､ その場合には､ 家屋収用補償条例と類似した補償が行われること
になるだろう｡
第二に､ 立ち退き料､ 臨時配置の補償についてである｡ 立ち退き料は金銭で補償される｡
家屋収用補償条例では､ 収用対象者が､ 立ち退き料の金銭補償ではなく､ 家屋財産権の交
換という現物補償を選択した場合､ 臨時配置費を補償するか又は仮住居を提供しなければ





第三に､ 生産､ 営業停止に伴う損失の補償についてである｡ ｢家屋収用により生産営業
停止となった場合の損失の補償は､ 家屋収用前の効益､ 生産営業停止期間等要素により確
定する｡ 具体的弁法は省､ 自治区､ 直轄市が制定する｡｣ とされている (家屋収用補償条
例23条)｡
日本法では､ 営業補償は収用に伴い通常生ずる損失 (通損) の一種として､ 営業休止補
償､ 営業規模縮小補償､ 営業廃止補償の区別がある｡ 家屋収用補償条例は､ 営業休止補償
だけを考えているようだが､ 営業は場所を選ぶので､ 営業休止だけでは不十分であろうと




なわち､ ｢家屋収用部門と収用対象者は本条例の規定に基づき､ 補償方式､ 補償金額及び
支払期間､ 財産権交換に供する家屋の場所､ 面積､ 立ち退き料､ 臨時配置費用又は仮住宅､
生産営業停止に伴う損失､ 立ち退き期間､ 移行方式､ 移行期間等の事項について補償協議
書を締結する (家屋収用補償条例25条１項)｡ 補償協議書締結後､ 一方当事者が補償協議
書約定の義務を履行しなかった場合､ 他方当事者は法により提訴することができる (同条
２項)｡｣ とある｡ そして､ 家屋収用部門が作成した収用補償案に定めた期間内に家屋収用
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部門と収用対象者が補償協議書を締結しなかったり､ 対象家屋の所有権者が不明である場
合､ 家屋収用部門は､ 一般の市､ 県級人民政府に対して､ 収用補償案に基づき補償決定を
行うこと且つ家屋収用範囲内に公告を行うことを要請すると規定されている (家屋収用補
償条例26条)｡
また､ 一般の市､ 県級人民政府は､ 家屋収用部門が作成した収用補償方案を検討し､ 公
布し､ 30日以上の期間を定めて公衆の意見を募集し (家屋収用補償条例10条２項)､ 意見
募集情況及び公衆の意見に基づき修正した情況を速やかに公表することとされている (同




有権以外の権利に対する損失補償､ 権利取得の時期 (以上権利取得裁決｡ 収用法48条１項)､
その他の損失の補償､ 明渡しの期限 (以上明渡裁決｡ 同法49条１項)｣ の各事項が確定し､
当事者に裁決書が送付される｡ しかも､ 裁決は行政処分であるため､ 裁決取消訴訟によっ
て取り消されない限り強制力を有している｡ ただ､ 補償に関しては､ 取消訴訟ではなく形
式的当事者訴訟として別途争うことになる｡ また､ 当事者が合意すれば､ 起業者と被収用
者の間で和解が成立し (収用法50条)､ 収用委員会で和解調書が作成されるが､ その和解
調書に記載される内容は裁決書と全く同じ内容である (同法50条２項)｡ 以上が一般的な
説明である｡
中国法では､ 補償協議書が収用・補償問題のメインであり､ 補償案の決定､ 公告はサブ




用 (｢回収｣ の誤訳か－引用者注) される｡｣ と規定されている (同条例13条３項)｡ この
規定は､ 前に述べたが､ 地上建築物と土地使用権の一体性の原則 (暫定条例23条) を反映
したもので､ 収用を法的効果の面から権利消滅と言い換えるなら､ 家屋の収用に伴い ｢土
地使用権も回収｣ されるということを注意的に規定したに過ぎないもののようである｡
日本法では､ 土地と家屋は別個の不動産とされているので､ 原則として､ 土地の収用で
土地所有権が剥奪・消滅しても､ 家屋の所有権が剥奪・消滅することはなく支障物件とい
うことで除却・移転の対象となるだけである｡ ただ､ 建物区分所有法の専有部分と敷地利










ち､ 先に､ 収用対象家屋の価値は､ 市場価格で評価し､ それに基づいて補償されると述べ








ときは回収することができるとされていて (土地管理法58条１項)､ 回収の際は､ 土地使
用権者に対して､ 適当な補償を与えなければならないとされている (同法58条２項)｡ た
だ､ 問題は､ 集団所有土地の収用の際の補償はその算定基準が規定されているのに対して､
国有土地使用権の回収の際の ｢適当な補償｣ の内容はどのようなものであるかは､ 土地管






｢適当な補償｣ の問題は､ 家屋の収用補償の問題に溶融することになるといえる｡ このよ
うに考えると､ 家屋収用補償条例の ｢家屋が法により収用された場合､ 国有土地使用権も
同時に回収される (13条３項)｡｣ との規定は､ 収用対象家屋価値は市場価格を下回っては
ならないとする同条例19条１項の規定とあわせて理解する必要があるといえる｡
次に､ 家屋収用補償条例は､ 家屋収用を実施するにあたっては､ 先ず､ 補償してから立
ち退きを行わなければならないと規定している (同条例27条１項)｡ この点は､ 日本法で
も､ 事前補償が原則なので､ 違和感なく理解できる｡ ただ､ 家屋収用補償条例は補償せず
に立ち退きを強制することは､ 損害賠償責任､ 刑罰､ 又は懲戒処分を課すことをもって､









このような場合､ その義務が履行不能のときは､ 市町村長に代行を求めることができ (同
法102条の２第１項)､ 履行遅滞若しくは不完全履行のときは知事に代執行を請求できると
規定している (同法同条第２項)｡ 土地又は物件を引き渡すというのは､ 本来､ 非代替的
作為義務なので､ 強制執行が本則で､ 代執行は収用法が特に認めた手段であるが､ 一般に
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起業者は､ 安易に代執行にばかり頼っている｡ これは､ 戦前の旧収用法の行政権力万能の





でき､ 又行政訴訟を提起することもできるとされている (条例14条､ 26条３項)｡
日本法では､ 事業認定及び収用裁決はいずれも行政処分であるから､ 行政不服申立の対






日本法では､ 収用委員会の審理は公開されており (収用法62条)､ かつては裁決書もそ
のまま裁決例集として公刊されていた｡ それは､ 審理公開の原則とならんで収用行政とい
う権力行政における権力濫用に対する一種の歯止めという意味があった｡ しかし､ 公文書
公開が条例化､ 法制化される過程で､ 収用裁決の中身は ｢個人情報｣ そのものであるとい
う考えの下ですっかり秘匿されるようになった｡ この点は権力行政に対する国民の監視と
いう面からは問題が多いだけでなく､ 土地は公共のものという ｢土地基本法｣ の理念にも
悖ることであろうと思っている｡
(4)残された問題点
先に述べたように､ かつて戦前には､ 北京は ｢四合院｣､ 上海は ｢里弄住宅｣ といった






















府の政府機関に提出し､ 計画の承認を求める｡ 事業の規模によっては､ 国務院に計画の承
認を求める必要がある (土地管理法44条､ 45条)｡
計画が承認されると､ 一般の市・県級人民政府が対象地の農地の収用を実施する旨の公
告を行い､ 併せて､ 実施機関が組織される｡ 他方､ 土地を収用される所有権者､ 使用権者
は､ 公告が規定する期限内に､ 土地権所属証明書を持って､ 当該人民政府の土地行政主管
部門に出向き､ 土地収用補償登記の手続きをしなければならない (土地管理法46条)｡ 収
用に当っては､ 農民の集団所有権は消滅させられるので､ 当然､ 損失補償が支払われるが､
そのための土地収用補償登記ということになる｡
そして､ 所定の期限が来ると､ 収用が実施され対象地の集団所有権は消滅し､ 国有にな
る｡ その後､ その地方政府の土地行政主管部門は､ 開発計画が認められた企業に対して､
その国有土地に有償土地使用権を協議あるいは入札により設定する｡ 有償土地使用権を手
にした企業は､ 対象地に工場や商業施設を建設するという流れになる (土地管理法55条参















ると規定した (憲法13条)｡ 2007年制定の物権法は､ 私有財産の保護を明確に規定する
(同法４条)､ その一方で集団所有地を収用するには､ 土地補償費､ 安置補助金 (生活安定
補助費)､ 地上物および青田の補償費などの費用を不足なく支払い､ かつ､ 土地が収用さ
れた農民に対してその社会保障費を手配し､ その生活を保障し､ その合法的な権益を擁護
しなければならないと定めたが､ 補償額の算出基準の詳細は規定していない (同法42条)｡
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 . 農村の土地収用と補償
それ故､ 実際には､ 先に制定されている土地管理法 (1998年) の規定が適用されることに
なる｡




・安置補助金 (生活安定補助費) ：生活安定を必要とする農業人口数により計算する｡ 生
活安定を必要とする農業人口一人当たりの安置補助費 (生活安定補助費) の基準は当該
耕地の収用前３年間の年平均生産額の４倍から６倍とする｡ 但し､ 収用される耕地１ヘ
クタール当たりの安置補助費 (生活安定補助費) は､ 最高でも収用前３年間の年平均生
産額の15倍を超えない｡
・地上物および青田の補償費：基準は､ 省､ 自治区､ 直轄市が決定する｡
Ｂ その他の土地の収用の場合
・土地補償費や安置補助金 (生活安定補助費) ：基準は､ 省､ 自治区､ 直轄市が耕地収用
の土地補償費と安置補助金 (生活安定補助費) の基準を参考にして決定する｡
Ｃ 耕地の収用補償の特例  土地補償費と安置補助費 (生活安定補助費) を支払っても､ なお､ 生活安定を必要と
する農民が元の生活水準を保持できない場合は､ 省､ 自治区､ 直轄市の人民政府の許可
を得て､ 安置補助費 (生活安定補助費) を増額することができる｡ 但し､ 土地補償金及
び安置補助費 (生活安定補助費) の総計は､ 土地収用前３年間の年平均生産額の30倍を






























(旧農地) の有償土地使用権は､ 権利の存続期間の問題を除いて､ 売買にも担保提供にも
供することが可能な市場価値を具有しているということになる｡














題であるように感じている｡ もちろん私自身にも､ まだ､ 解答するだけの用意は全くでき
ていない｡ ただ､ 農地それ自体の問題に限定して考えるなら､ 都市近郊の農地は､ 収用後
は有償土地使用権の設定により都市的施設が建設されて､ 間違いなく都市化の流れの中で
宅地化する訳なので､ 日本法の評価理論で言うところの ｢宅地見込地｣ とか ｢宅地移行地｣
とみなし､ 耕作用の純農地とは異なった評価方法を適用することが考えられるかも知れな
い｡ ただこの場合､ 現在の農地について､ 都市化することを認める農地と都市化すること
を認めない農地という区分けをする制度の存在が前提になるので､ たいへんな政治問題を
引き起こす可能性がある｡
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ところで､ 土地収用制度の法的な仕組みについては､ 法文や既刊の書籍・判例集等であ
る程度までは研究することが可能である｡ だが､ 収用というのは､ 実は､ 実際の運用面が






うである｡ 土地の所有制度が､ 国有と集団所有という二元制になっていることから､ 土地
使用権も複雑多岐な構造になっていて､ それにあわせて､ 土地収用の課題自体も複雑な構
造となっていることが解決を困難にしているようである｡








１) 中国法の土地徴収と日本法の土地収用について｡ 中国法では土地収用のことを ｢土地征収｣
というが､ ｢征｣ の字は ｢徴収｣ の ｢徴｣ の字の簡体字であるので､ 日本風に書くと ｢土地徴
収｣ となる｡ 日本では､ 徴収という用語は､ ｢税金の徴収｣ とか ｢負担金の徴収｣ のように主
に金銭を国家権力が召し上げる際に使っていて､ 土地や建物のような不動産には使用していな
い｡ 不動産には収用という用語を使用している｡
中国の清朝は､ その末期に､ 日本の明治時代後半の一時期､ 日本法を介して欧米の近代市民
法を取り入れようとして､ 日本に大量の留学生を派遣したことがある｡ その頃は､ まだ､ 日本
でも徴収と収用が混用されていた時代であったため､ 当時の中国人の留学生達が持ちかえった
徴収の用語がそのまま中国法に定着したものと思われる｡ という訳で､ 現在の中国憲法の下で
は､ ｢土地征収｣ も補償の支払が要件とされているので､ 日本法に言う ｢土地収用｣ と同じ意
味合いだという前提で話を続ける｡ なお､ ｢土地征用｣ というのもあるが､ これは事業のため
の公用が終了した後は土地は所有者に返却されるものとされていることから日本の土地収用法
に言う ｢土地使用｣ に当てはまると考えられる (拙稿 ｢土地収用と損失補償－日中比較｣ 日本
土地法学会 『転機に立つアジアの土地法』 (有斐閣､ 平成17年６月) 29頁以下参照)｡
２) 拙稿 ｢改正土地収用法の概要とその問題点及び課題｣ 大浜啓吉編著 『公共政策と法』 早稲田
大学出版部､ 2005年､ 158‒186頁､ 参照｡
３) 詳細については､ 拙稿 ｢分譲マンション敷地の土地収用｣ 丸山英気・折田泰宏編 『これから












わる何か､ 話をすることでいかがでしょうかとお話があった｡ そこで､ 2011年12
月17日の日本土地法学会中国支部の定例研究会で講演をすることにした｡
本稿は､ もともとが講演原稿としてまとめたものであるので､ 注を掲記するこ





それに基づいて話をし､ 講演の責めを塞ぐに至った｡ そのため､ 結果的にだが､
本稿は未発表ということになる｡ そこで､ 『総合政策論叢』 編集委員会の求めに
応えて､ 講演用原稿に加除訂正を加え､ 発表することにしたものである｡
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